
令和４年度決算

天川村財政健全化判断比率

総務課財政係



（単位：％）

年　　度 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

令和元年度 - - 10.5 -

令和２年度 - - 10.7 -

令和３年度 - - 10.7 -

令和４年度 - - 10.7 -
団体区分 5.町村

標準財政規模 ＝ 標準税収入額等 ＋ 普通交付税 ＋ 臨時財政対策債発行可能額との合算値 （単位：％）

標準財政規模
（千円） うち臨時財政対策債

発行可能額

早 期 健 全 化 基 準
財 政 再 生 基 準

15.00
20.00

20.00
35.00

25.0
35.0

350.0

1,361,354 34,514

1,447,824 35,002

1,610,056 47,494

1,562,303 11,524

294462　奈良県　天川村

294462　奈良県　天川村

地方公共団体コード　都道府県名　市区町村名

294462　奈良県　天川村

294462　奈良県　天川村

総括表① 健全化判断比率の状況 （総括）



団体名

R4 R3 R2 R1 R4 R3 R2 R1

一般会計 321,453 224,142 202,701 274,248
分収造林特別会計 － － － －

一
法

般
適

会
用

計
企

等
業

小　　　計 321,453 224,142 202,701 274,248
標準財政規模 1,562,303 1,610,056 1,447,824 1,361,354

実質赤字比率　（％） -20.57 -13.92 -14.00 -20.14 ※

下水道事業特別会計 2,950 2,779 3,050 2,245
会　　計　　名 簡易水道事業特別会計 5,412 2,946 1,322 3,656

R4 R3 R2 R1

国民健康保険事業勘定特別会計 7,286 19,856 15,087 13,892
国民健康保険直診勘定特別会計 6,819 2,900 1,068 1,550 法
介護保険特別会計 10,845 9,763 29,105 29,553
後期高齢者医療特別会計 138 300 604 1,103 非

適

用

企

業

※　実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、

　「実質赤字比率（％）」又は「連結実質赤字比率（％）」は負の値で表示されます。 合　　　　　計 354,903 262,686 252,937 326,247
標準財政規模（再掲） 1,562,303 1,610,056 1,447,824 1,361,354

連結実質赤字比率　（％） -22.71 -16.31 -17.47 -23.96 ※

資金不足・剰余額

奈良県天川村
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実質収支額

宅
地
造
成
事
業
以
外

一
般
会
計
等
に
属
す
る
特
別
会
計

宅
地
造
成
事
業

実質収支額

総括表② 連結実質赤字比率等の状況 （実質赤字比率・連結実質赤字比率・資金不足比



団体名

（単位：千円）

①（分子＋） ②（分子＋） ③（分子＋） ④（分子＋） ⑤（分子＋） ⑥（分子＋） ⑦（分子＋） ⑧（共通－） ⑨（共通－） ⑩（共通－） ⑪（共通－） ⑫（共通－）

元利償還金の額
（繰上償還額等
を除く）（３③
Ａ表「元利償還
金」欄の数値を
転記）

積立不足額を考
慮して算定した
額（３①表
「エ」欄の数値
を転記）

満期一括償還地
方債の１年当た
りの元金償還金
に相当するもの
（年度割相当
額）（３①表
「ウ」欄の数値
を転記）

公営企業に要す
る経費の財源と
する地方債の償
還の財源に充て
たと認められる
繰入金（３②表
「合計※」欄の
数値を転記）

一部事務組合等
の起こした地方
債に充てたと認
められる補助金
又は負担金

公債費に準ずる
債務負担行為に
係るもの

一時借入金の利
子

特定財源の額
（３③Ａ表「特
定財源計」欄の
数値を転記）

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費（準元利
償還金に係るも
のに限る。）

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額（準元利償
還金に係るもの
に限る。）

令和元年度 283,997 73,122 31,111 0 164 21,638 24,822 212,835

令和2年度 326,001 62,545 30,755 0 117 18,162 22,478 228,708

令和3年度 348,449 58,756 20,726 0 38 14,644 18,010 240,824

令和4年度 352,101 55,718 13,846 0 83 10,816 18,633 242,781

⑬（共通－） ⑭（共通－） ⑮（分母＋） ⑯（分母＋） ⑰（分母＋） ⑱

密度補正により
基準財政需要額
に算入された元
利償還金

密度補正により
基準財政需要額
に算入された準
元利償還金（地
方債の元利償還
額を基礎として
算入されたもの
に限る。）

標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債
発行可能額

地方財政法第５
条の４第１項第
２号及び地方財
政法施行令第12
条の規定に基づ
き総務大臣が定
める額
（特別区のみ記
入）

プラス要因
（分子＋）

マイナス要因
（共通－）

令和元年度 11,503 222,583 1,104,257 34,514 令和元年度 10.57334 388,394 249,160 139,234

令和2年度 21,969 247,831 1,164,991 35,002 令和2年度 10.90528 419,418 273,155 146,263

令和3年度 11,708 241,063 1,321,499 47,494 令和3年度 10.65931 427,969 285,186 142,783

令和4年度 10,739 252,259 1,298,520 11,524 令和4年度 10.75681 421,748 282,969 138,779

（参考）

ＰＦＩ事業に係る
債務負担行為に係
るもの（省令第７
条第１号）

いわゆる五省協定
等により、利便施
設及び公共施設を
買い取るために
行った債務負担行
為に係るもの（省
令第７条第２号）

国営土地改良事業
並びに独立行政法
人森林総合研究
所、独立行政法人
水資源機構及び独
立行政法人環境再
生保全機構の行う
事業に対する負担
金（省令第７条第
３号）

地方公務員等共済
組合が建設した職
員住宅等の無償譲
渡を受けるために
支払う賃借料（省
令第７条第４号）

社会福祉法人が施
設の建設のために
借り入れた借入金
の償還に対する補
助（省令第７条第
５号）

損失補償又は保証
に係る債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
６号）

地方公共団体以外
の者の債務を引き
受けた場合におけ
る当該債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
７号）

その他これらに準
ずると認められる
もの（省令第７条
第８号）

利子補給に係るも
の（政令第11条第
４号）

プラス要因
（分母＋）

マイナス要因
（共通－）

令和元年度 1,361,354 227,522 1,133,832

令和2年度 1,447,824 254,993 1,192,831

令和3年度 1,610,056 270,542 1,339,514

令和4年度 1,562,303 272,153 1,290,150

分子

分母

奈良県天川村

⑥の内訳

実質公債費比率
（単年度）

実質公債費比率
（３カ年平均）

10.7

総括表③ 実質公債費比率の状況



団体名

将来負担額
（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 第三セクター等

H31 3,447,404 0 636,944 213,919 372,368 0 0 0 0 0 0

R2 3,538,963 0 647,440 206,476 344,110 0 0 0 0 0 0

R3 3,462,747 0 651,413 170,972 414,131 0 0 0 0 0 0

R4 3,409,399 0 598,650 165,893 322,100 0 0 0 0 0 0

充当可能財源等 （単位：千円）

うち都市計画税

H31 2,021,957 60,486 0 2,648,921

R2 2,241,861 54,943 0 2,774,911

R3 2,547,893 50,936 0 2,721,620

R4 2,773,602 48,423 0 2,783,391

H31 H31 H31

R2 R2 R2

R3 R3 R3

R4 R4 R4

H31 H31 H31 H31

R2 R2 R2 R2

R3 R3 R3 R3

R4 R4 R4 R41,290,150 -

Ａ　－　Ｂ充当可能財源等　Ｂ

Ｃ　－　Ｄ

基準財政需要額
算入見込額

将来負担額　A

1,562,303 272,153

標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ

1,610,056 270,542

奈良県天川村

地方債の現在高
債務負担行為に

基づく支出予定額
公営企業債等
繰入見込額

組合等
負担等見込額

退職手当
負担見込額

設立法人の
負債額等

負担見込額

組合等連結実質
赤字額負担見込額

連結実質
赤字額

年度

年度 充当可能基金
充当可能
特定歳入

将来負担比率　（％）

4,670,635 4,731,364 △ 60,729

4,496,042 5,605,416 △ 1,109,374

1,339,514 -

4,736,989 5,071,715 △ 334,726

4,699,263 5,320,449 △ 621,186

-
-1,447,824 273,155 1,174,669

1,361,354 249,160 1,112,194

―

総括表④ 将来負担比率の状況

―

＝ ＝


